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委託事業

 G7で合意された「循環経済及び資源効率性原則」（CEREP）を企業が広
く経済活動に実装していくための調査・分析や、循環経済・資源効率性
アプローチによる他分野（気候変動、生物多様性関連リスク）への統合
的取組も含め、当該アプローチにより生じる事業へのリスクと機会の特
定や企業評価への影響等に関する調査・分析等を行う。

 企業がNPに貢献し、自然資本に関連した新しい環境ビジネスの創造や企
業価値の向上につなげる取組を支援する。NPのうち特に、欧米を中心に
登場しつつあるウォーターポジティブ（WP︓限りある淡水資源につい
て、企業活動により消費する水よりも多くの水を供給するコンセプト）
について、日本の企業の実態把握、対策関連技術の市場調査等を行う。

 これらを統合して、企業経営における炭素中立・循環経済・自然再興の
同時達成を促進することを目指す。

カーボンニュートラル（CN）、ネイチャーポジティブ（NP）やサーキュラーエコノミー（CE）を志向して、TCFDやTNFD
等によりサプライチェーンにおける様々な環境負荷の削減努力とその開示が企業に求められている。企業価値の向上につな
がる取組手法の具体化や開示支援等の施策を実施し、これらの国際動向に対応しつつ、我が国企業の産業競争力強化と持続
可能な社会の構築の同時達成を実現する。

【令和６年度要求額 20百万円（新規）】

民間事業者・団体等

令和６年度〜令和７年度
大臣官房環境経済課（03-5521-8324）、自然環境局自然環境計画課 生物多様性主流化室（03-5521-8150）
水・大気環境局環境管理課（ 03-5521-8292 ）、環境再生・資源循環局総務課循環型社会推進室（ 03-5521-8324 ）

■委託先

持続可能な社会構築に向けた企業経営における環境三社会の統合的達成促進事業

脱炭素社会・循環型社会・自然共生社会の三社会の課題解決を統合的に促進し、我が国企業の産業競争力向上と環境保全を同時達成

グローバルな企業活動の支援のため、
CN・CE・NPの課題解決を部局間連携で推進。

企業経営における炭素中立・循環経済・自然再興の同時達成


